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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超砥粒焼結体からなる研磨部をもつ研磨工具であって、
研磨部が、頂部を有する複数の研磨単位を含み、各頂部が相互に略同一平面上にあり、
前記研磨部が、超砥粒を結合材金属と共に、超硬合金の裏打ち材に焼結一体化した超砥粒
焼結体からなり、前記研磨単位が、該研磨部にワイヤカット放電加工によって直線溝群を
設けることにより形成されたものである、前記研磨工具。
【請求項２】
　頂部に刃付けが行われている、請求項１に記載の研磨工具。
【請求項３】
　研磨単位が四角錐状または四角錐台状である、請求項１に記載の研磨工具。
【請求項４】
　研磨単位が四角錐台状であり、頂部の少なくとも一辺に刃付けが行われている、請求項
３に記載の研磨工具。
【請求項５】
　研磨単位が三角錐状または三角錐台状である、請求項１に記載の研磨工具。
【請求項６】
　研磨単位が三角錐台状であり、頂部の少なくとも一辺に刃付けが行われている、請求項
５に記載の研磨工具。
【請求項７】
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　研磨単位が頂部に直線状の稜線を呈する形状である、請求項１に記載の研磨工具。
【請求項８】
　研磨単位が四角錐状または三角錐状であり、研磨単位のピッチが１５００μｍ以下２０
０μｍ以上である、請求項１～６のいずれか一項に記載の研磨工具。
【請求項９】
　研磨単位が四角錐状または三角錐状であり、研磨単位の高さが２００μｍ以下３０μｍ
以上である、請求項８に記載の研磨工具。
【請求項１０】
　超砥粒がダイヤモンドである、請求項１～９のいずれか一項に記載の研磨工具。
【請求項１１】
　ダイヤモンドの公称粒度が４０－６０μｍ以下である、請求項１０に記載の研磨工具。
【請求項１２】
　超砥粒焼結体の厚さが０．１ｍｍ以上である、請求項１～１１のいずれか一項に記載の
研磨工具。
【請求項１３】
　円板状または円環状である、請求項１～１２のいずれか一項に記載の研磨工具。
【請求項１４】
　研磨部が円板状または円環状である、請求項１３に記載の研磨工具。
【請求項１５】
　研磨部の外径が９０ｍｍ以上である、請求項１４に記載の研磨工具。
【請求項１６】
　研磨部の溝の底に対する頂部の高さが１ｍｍ以下である、請求項２～１５のいずれか一
項に記載の研磨工具。
【請求項１７】
　研磨部が、２個または４個の分割研磨部からなり、該分割研磨部がそれぞれ中心角の等
しい扇状である、請求項１３～１６のいずれか一項に記載の研磨工具。
【請求項１８】
　分割研磨部が、２つの溝群を有し、第一溝群は分割研磨部の半径方向の縁に対して平行
に設けられ、第二溝群は第一溝群に直交して形成されている、請求項１７に記載の研磨工
具。
【請求項１９】
　研磨部が、３個または６個の分割研磨部からなり、該分割研磨部がそれぞれ中心角の等
しい扇状である、請求項１３～１６のいずれか一項に記載の研磨工具。
【請求項２０】
　分割研磨部が、３つの溝群を有し、第一溝群は分割研磨部の半径方向の縁に対して平行
に設けられ、第二溝群および第三溝群は、それぞれ第一溝群に対し、６０°および１２０
°で交わるように形成されている、請求項１９に記載の研磨工具。
【請求項２１】
　ＣＭＰパッドコンディショナーである、請求項１～２０のいずれか一項に記載の研磨工
具。
【請求項２２】
　超砥粒焼結体からなる研磨部をもつ研磨工具の製造方法であって、
（１）超砥粒を結合材金属と共に、超硬合金の裏打ち材に超砥粒を焼結一体化し、超砥粒
焼結体を得る工程、
（２）得られた超砥粒焼結体の研磨部を平坦化する工程、
（３）ワイヤカット放電加工によって、平坦化した超砥粒焼結体に直線溝群を設け、複数
の研磨単位を形成し、研磨部とする工程
を含む、前記製造方法。
【請求項２３】
　超砥粒焼結体からなる研磨部をもつ研磨工具の製造方法であって、
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（１）超砥粒を結合材金属と共に、超硬合金の裏打ち材に超砥粒を焼結一体化し、超砥粒
焼結体を得る工程、
（２）得られた超砥粒焼結体から、１つの扇状の分割研磨部を切り出す工程、
（３）前記（２）で得られた扇状の分割研磨部と中心角の等しい複数の扇状の分割研磨部
を得る工程、
（４）得られた複数の扇状の分割研磨部を密着隣接して平坦な基板表面上に固着して、円
板状または円環状の研磨部にする工程、
（５）前記（４）で得られた円板状または円環状の研磨部の分割研磨部間の境界にワイヤ
カット放電加工によって、溝を設け、複数の研磨単位を形成する工程
を含む、前記製造方法。
【請求項２４】
　請求項１～２１のいずれか一項に記載の研磨工具の再生方法であって、溝および研磨単
位の頂部をワイヤカット放電加工により再生する工程を含む、前記再生方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、焼結体研磨部を持つ工具およびその製造方法に関する。とくに本発明は、主
に硬質ウレタンで構成された化学的機械的研磨(chemical-mechanical polishing:ＣＭＰ
と略す)パッド用や、各種半導体材料を高平面度かつ高能率で加工可能な研磨工具および
その効果的な製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、超ＬＳＩデバイスにおける配線の多層化が進むにつれて、層間絶縁膜やシリコン
等金属膜ウェハの平坦化にＣＭＰが用いられてきている。そしてＣＭＰで用いられる研磨
パッド(一般に硬質発泡ポリウレタン製)の高い平坦化およびウェハ研磨速度を維持するた
めには、該研磨パッドの表面を常時または間欠的にコンディショニングする必要がある。
【０００３】
　従来、この研磨パッドのコンディショニングの際、ダイヤモンド砥粒を電着により基板
に固着した工具が使用されている。このような電着タイプのコンディショニング用の工具
の例として、円板形基台の円形表面の中央に、砥粒を配置しない中空領域を、その外側に
第一の、さらにその外側に第二の砥粒層領域をそれぞれ設け、第一の砥粒層領域には、間
隔をおいて小砥粒層部が複数列設けられ、各小砥粒層部は、略部分球面状を呈する隆起部
の表面に、超砥粒を金属めっき相で固着したものであって、第二の砥粒層領域は、リング
状の円周隆起部に超砥粒を金属めっき相で固着して構成されている回転研磨工具が公知で
ある（特許文献１）。
　このような電着タイプの工具は、砥粒の基板への固着が電着されたニッケルにより物理
的に固着されているだけであることから保持力が必ずしも満足いくものではなく、使用中
にダイヤモンド砥粒が脱落し、工具寿命は改善の余地があった。
【０００４】
　また、ダイヤモンド等からなる砥粒をレジンボンド材で円形回転平面上に固着した砥材
層を有し、該砥材層表面に放射状および同心円状にスリットを設けた研磨工具が公知であ
る（特許文献２）。
　しかし、レジンボンド材による砥粒の保持強度は必ずしも満足できるレベルにないため
、用途によっては充分な工具寿命が得られず、また電着工具においても満足できるレベル
にはなかった。
【０００５】
　また、凸部を有する台金の作用面に、気相合成法により多結晶ダイヤモンド薄膜を形成
してなるドレッサが公知である（特許文献３）。
　しかし、気相合成法による形成では、台金の小さな凹凸に忠実にダイヤモンド薄膜を形
成することは困難で、必ずしも十分な精度が得られず、また、薄膜と台金との接合力も十
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分とはいえない。
【０００６】
　上記のような従来の研磨工具（パッドコンディショナー）は、基板(台金)に、粒子径が
それぞれ異なる複数個の砥粒粒子を固着した構造の故に、一様な砥粒(頂点)レベルが得に
くいので、コンディショニング工程では基板(台金)面に対して最も突き出た粒子のみが使
用される結果、過度の負荷に供されるこれらの粒子の消耗が激しく、結局本来の工具寿命
に達する前に使用不可となることが多い。
【０００７】
　シリコン等のウェハを、発泡ウレタン製の研磨パッドと遊離砥粒に依らず、剛性金属製
の台金表面にダイヤモンド等の超砥粒を固定した工具で加工することができれば、コンデ
ィショニングのための時間および経費が節約できるので望ましいが、これが実現するため
には、台金上に配置され切れ刃を構成するダイヤモンド等超砥粒層が高精度の平面を有し
、かつ保持できなければならない。しかしながらこのような工具は、十分には実現されて
いなかった。
【特許文献１】特開２００２－３３７０５０号公報
【特許文献２】特開２００４－２９１１８４号公報
【特許文献３】特開平１０－０７１５５９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の課題は、砥粒の基板への固着強度問題や不均一な研磨面の問題等が解決された
高能率で加工可能な研磨工具およびその効果的な製造方法を提供することにある。特に、
ＣＭＰパッドコンディショナーとして、半導体ウェハ等の表面を高精度かつ高能率で加工
可能な研磨工具を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者は、上記の課題を解決すべく鋭意研究を重ねる中で、超砥粒焼結体からなる研
磨部をもつ研磨工具において、研磨部に特定の複数の研磨単位を形成することにより、か
かる課題を解決し得ることを見出し、さらに研究を進めた結果、本発明を完成するに至っ
た。
　すなわち本発明は、超砥粒焼結体からなる研磨部をもつ研磨工具であって、研磨部が、
頂部を有する複数の研磨単位を含み、各頂部が相互に略同一平面上にある、前記研磨工具
に関する。
　さらに本発明は、研磨部が、超硬合金の裏打ち材に焼結一体化した超砥粒焼結体からな
り、研磨単位が、該研磨部に直線溝群を設けることにより形成されたものである、前記の
研磨工具に関する。
　また本発明は、頂部に刃付けが行われている、前記の研磨工具に関する。
　さらに本発明は、研磨単位が四角錐状または四角錐台状である、前記の研磨工具に関す
る。
【００１０】
　また本発明は、研磨単位が四角錐台状であり、頂部の少なくとも一辺に刃付けが行われ
ている、前記の研磨工具に関する。
　さらに本発明は、研磨単位が三角錐状または三角錐台状である、前記の研磨工具に関す
る。
　また本発明は、研磨単位が三角錐台状であり、頂部の少なくとも一辺に刃付けが行われ
ている、前記の研磨工具に関する。
　さらに本発明は、研磨単位が頂部に直線状の稜線を呈する形状である、前記の研磨工具
に関する。
　また本発明は、研磨単位が四角錐状または三角錐状であり、研磨単位のピッチが1500μ
m以下200μm以上である、前記の研磨工具に関する。
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　さらに本発明は、研磨単位が四角錐状または三角錐状であり、研磨単位の高さが200μm
以下30μm以上である、前記の研磨工具に関する。
　また本発明は、超砥粒がダイヤモンドである、前記の研磨工具に関する。
　さらに本発明は、ダイヤモンドの公称粒度が40-60μｍ以下である、前記の研磨工具に
関する。
　また本発明は、超砥粒焼結体の厚さが0.1mm以上である、前記の研磨工具に関する。
　さらに本発明は、円板状または円環状である、前記の研磨工具に関する。
【００１１】
　また本発明は、研磨部が円板状または円環状である、前記の研磨工具に関する。
　さらに本発明は、研磨部の外径が90mm以上である、前記の研磨工具に関する。
　また本発明は、研磨部の溝の底に対する頂部の高さが1mm以下である、前記の研磨工具
に関する。
　さらに本発明は、研磨部が、２個または４個の分割研磨部からなり、該分割研磨部がそ
れぞれ中心角の等しい扇状である、前記の研磨工具に関する。
　また本発明は、分割研磨部が、２つの溝群を有し、第一溝群は分割研磨部の半径方向の
縁に対して平行に設けられ、第二溝群は第一溝群に直交して形成されている、前記の研磨
工具に関する。
　さらに本発明は、研磨部が、３個または６個の分割研磨部からなり、該分割研磨部がそ
れぞれ中心角の等しい扇状である、前記の研磨工具に関する。
　また本発明は、分割研磨部が、３つの溝群を有し、第一溝群は分割研磨部の半径方向の
縁に対して平行に設けられ、第二溝群および第三溝群は、それぞれ第一溝群に対し、60°
および120°で交わるように形成されている、前記の研磨工具に関する。
　さらに本発明は、溝の形成がワイヤカット放電加工による、前記の研磨工具に関する。
　また本発明は、ＣＭＰパッドコンディショナーである、前記の研磨工具に関する。
【００１２】
　さらに本発明は、超砥粒焼結体からなる研磨部をもつ研磨工具の製造方法であって、
（１）超硬合金の裏打ち材に超砥粒を焼結一体化し、超砥粒焼結体を得る工程、
（２）得られた超砥粒焼結体の研磨部を平坦化する工程、
（３）平坦化した超砥粒焼結体に直線溝群を設け、複数の研磨単位を形成し、研磨部とす
る工程
を含む、前記製造方法に関する。
　また本発明は、超砥粒焼結体からなる研磨部をもつ研磨工具の製造方法であって、
（１）超硬合金の裏打ち材に超砥粒を焼結一体化し、超砥粒焼結体を得る工程、
（２）得られた超砥粒焼結体から、１つの扇状の分割研磨部を切り出す工程、
（３）前記（２）で得られた扇状の分割研磨部と中心角の等しい複数の扇状の分割研磨部
を得る工程、
（４）得られた複数の扇状の分割研磨部を密着隣接して平坦な基板表面上に固着して、円
板状または円環状の研磨部にする工程、
（５）前記（４）で得られた円板状または円環状の研磨部の分割研磨部間の境界に溝を設
け、複数の研磨単位を形成する工程
を含む、前記製造方法に関する。
　さらに本発明は、前記のいずれかに記載の研磨工具の再生方法であって、溝および研磨
単位の頂部をワイヤカット放電加工により再生する工程を含む、前記再生方法に関する。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の研磨工具は、超砥粒焼結体からなる研磨部を用いており、結合材の溶融温度以
上で焼結されていることにより、超砥粒の固着強度が大きく、実質上脱落がないという利
点がある。とくに超砥粒としてダイヤモンド粒子を用いた場合、ダイヤモンドは、製造工
程において結合材金属が溶融しかつダイヤモンドが熱力学的に安定な温度圧力条件下に供
されており、ダイヤモンド微粒子が結合材金属への部分溶解を介して強力に一体化されて
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いることにより、固着強度がさらに大きいため、実質上脱落がなくなる。
【００１４】
　また、一般に、広い面積で焼結するとムラができ、全体的に均質な研磨部を大径で作成
することは困難であるが、本発明の複数の分割研磨部から超砥粒焼結体を製造する研磨工
具は、焼結のムラができない小径の超砥粒焼結体から、径の大きな扇状の分割研磨部を切
り抜き、これを複数組み合わせることによって、大径の研磨部とすることから、全体的に
均質な、高精度の研磨工具とすることができる。
【００１５】
　さらに研磨単位が形成されている研磨部は、表面が充分な厚さを持つ超砥粒焼結体で構
成されていることにより、研磨単位が使用により磨滅しても、ワイヤカット放電加工など
により溝および研磨単位を容易に再生して、本発明の工具として再利用できる。
【００１６】
　また本発明では、各研磨単位はワイヤカット放電加工などによって、ダイヤモンド焼結
体などの超砥粒焼結体から任意に切り出されるものであり、三角錐体および四角錐体など
の底面レベルおよび高さの制御が容易であるから、従来の研磨工具に比して、より高精度
の研磨面(レベル)をもつ工具が得られる。特にＣＭＰパッドコンディショナーとして半導
体ウェハ等の表面を高精度かつ高能率で加工可能である。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明による研磨工具の一実施態様を示す説明図(平面図)である。（実施例１）
【図２】本発明による研磨工具の一実施態様を示す説明図(平面図)である。（実施例２）
【図３】本発明による研磨工具の一実施態様を示す説明図(平面図)である。
【図４】本発明による研磨工具の一実施態様を示す説明図(平面図)である。
【図５】図４の部分拡大図である。
【図６】図１の部分拡大図である。
【図７】本発明による研磨工具の研磨単位について、一構成例を示す説明図(平面図)であ
る。
【図８】図７におけるＡ－Ａにおける断面を示す説明図である。
【図９】本発明による研磨工具の研磨単位について、別の構成例を示す説明図(平面図)で
ある。
【図１０】図９におけるＢ－Ｂにおける断面を示す説明図である。
【図１１】本発明による研磨工具を製造方法において用い得るワイヤカット放電加工の一
態様を示す説明図である。
【図１２】本発明による研磨工具の一実施態様を示す説明図(平面図)である。
【図１３】本発明による研磨工具の一実施態様を示す説明図(平面図)である。
【図１４】本発明による研磨工具の一実施態様を示す説明図(平面図)である。
【図１５】本発明による研磨工具の一実施態様を示す説明図(平面図)である。
【図１６】本発明による研磨工具の一実施態様を示す説明図(平面図)である。
【図１７】本発明による研磨工具の一実施態様を示す説明図(平面図)である。
【符号の説明】
【００１８】
　　１　研磨工具
　　２　研磨単位
　　３　溝
　　４　研磨工具
　　５　研磨単位
　　６　溝
　　７　研磨工具
　　８　研磨単位
　　９　溝
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　１０　研磨部
　１２　第一方向平行溝群
　１３、１４　錐(台)状体側面
　１６　第二方向平行溝群
　１７、１８　錐体傾斜側面
　１９　四角錐(台)状研磨単位
　２２　第一方向平行溝群
　２３、２４　三角錐傾斜面
　２５　研磨部
　２７　第二平行溝群
　２８、２９　傾斜側面
　３１　第三方向平行溝群
　３２、３３　傾斜側面
　３４　三角錐状研磨単位
　４１　放電加工用ワイヤ
　４２　研磨部
　４３、４４　研磨単位
　５１　研磨部
　５２　円形基板
　５３　直線状溝群
　５５　第二溝群
　５８　外周傾斜部
　６１　研磨部
　６２　円形基板
　６３　直線状溝群
　６５　第二溝群
　６６　第三溝群
　６８　外周傾斜部
　６９　内周傾斜部
　７１　研磨部
　７２　円形基板
　７３　直線状溝群
　７４　接合部
　７５　第二溝群
　８１　研磨部
　８２　円形基板
　８３　直線状溝群
　８４　接合部
　８５　第二溝群
　９１　研磨部
　９２　円形基板
　９３　直線状溝群
　９４　接合部
　９５　第二溝群
　９６　第三溝群
１０１　研磨部
１０２　円形基板
１０３　直線状溝群
１０４　接合部
１０５　第二溝群
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１０６　第三溝群
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　本発明の研磨工具の材料となる超砥粒焼結体は、ダイヤモンドやｃ－ＢＮ(立方晶窒化
硼素)等の超砥粒の粉末を常法により超高圧高温工程で処理して得られる。この状態の焼
結体は超砥粒焼結体は歪みが大きいので型放電加工などにより予備的にあらかた平坦化し
ておく。次いで、本発明で特定する態様にて溝及び突起側面を段階的に形成していくこと
により、研磨単位、即ち、直接研磨対象と接触する突起部分を創生する。なお超砥粒焼結
体として市販品を利用する場合は、仕様によるが、表面が平坦化されているので、上記平
坦化予備処理は省略できる。
　前記溝の形成にはワイヤカット放電加工や型放電加工やその他の精密放電加工、或はレ
ーザー加工などが利用可能であるが、ワイヤカット放電加工が好ましく、とりわけ、研磨
単位の頂部を鋭利に尖らせる場合などに、ワイヤカット放電加工がとくに好ましい。ワイ
ヤカットは超砥粒焼結体表面に沿って放電加工用ワイヤを駆動し、金属ワイヤと超砥粒焼
結体材料との間の放電により、材料を除去する手法であるが、通常プログラム運転される
。
【００２０】
　本発明の研磨工具において、上記研磨単位は、例えば、円形、または同心の中心円形孔
を有する円環状焼結体層へ研磨面区分のための複数の溝群（以下、区分溝群ともいう）を
交差させて切り込むことにより、或は対応する形状に形成された電極面をもつ電極を利用
した型放電加工によって、創生することができる。区分溝群は、超砥粒層表面、電極面の
どちらに形成するにしても、直線状とするのが簡便である。
【００２１】
　上記区分溝群は様々に配置することができる。例として、超砥粒層の円形表面において
、外周から反対側の外周まで延びた一定間隔の平行直線群を２組、互いに直交させて形成
するもの(図１)や、このような直線群を３組、60°で交差させたもの(図２)が挙げられる
。これらの場合、それぞれ四角形または三角形の研磨単位が創生される。
　また、研磨単位が頂部に直線状の稜線を呈する形状(図３；研磨単位が研磨部の端から
端まで稜線を呈している、図４～５；研磨単位の基部が長方形）などであってもよい。研
磨単位が長方形の場合、溝および隣接する研磨単位の傾斜面が、ワイヤカット放電加工で
形成されるので、稜線は基本的には長辺に平行に形成される。また、四角錐状の研磨単位
は、必ずしも、縦横のピッチが等しくなくてもよいが、ＣＭＰコンディショナーとしては
、正方形が好ましい。
【００２２】
　上記例において、各研磨単位が有効な研磨部分として機能するためには、各研磨単位の
頂部は充分に小さく、かつ隣接研磨単位同士は、充分な間隔を持って互いに隔てられてい
ることが必要である。研磨単位頂部の面積に関して、例として、図１の研磨工具１の部分
拡大説明図を図６に模式的に示すが、例えば、研磨単位２の基部の面積（Ｘ）（即ち、超
砥粒層断面の面積から研磨単位の周辺の溝３の面積を減じたもの）に対する頂部の面積（
Ｙ）の割合は50％以下とすることが好ましく、特に好ましくは、2～25％である。また、
研磨単位の頂部の頂角は、好ましくは30～120°、とくに好ましくは60～90°、さらに好
ましくは70～80°程度である。
【００２３】
　溝の深さ（研磨単位の溝底からの高さ）は、0.1mm以上1mm以下、特に0.15mm以上0.3mm
以下が適切である。溝が浅すぎると被削材の削り屑が効率的に排出されず、研磨抵抗が過
度に大きくなる傾向がある。反面深すぎると、研磨単位の強度が不足する上、過剰な超砥
粒層の厚さが必要となる。
【００２４】
　研磨単位は、頂部が直線状または線分状、三角、四角またはそれ以上の多角形柱として
形成し、各側面は基板に対して垂直とし水平断面を全高に亘って均一とするのが簡便であ
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るが、少なくとも一つの側面、特に工具の回転方向に関して前方の側面を軸に平行な面に
対して後方に傾斜させることによって、切れ味を向上することができる。
　研磨単位の形状としては、研磨単位の各側面を傾斜させて錐台状、例えば、四角錐台状
または三角錐台状とすることが好ましい。さらに頂部を尖点にした、例えば、四角錐状ま
たは三角錐状が切れ味の点でとくに好ましい。
　また、整列した角柱状や角錐状研磨単位において、長方形や三角形の１または複数方向
の側面を専用の工具で研磨することにより、頂部の縁又は頂点を鋭利化する、いわゆる「
刃付け」を行なうと、さらに良好な切れ味が達成できる。特に、研磨単位が、多角形柱、
多角形錐台であり、頂部が多角形（典型的には、三角形または四角形）の場合、頂部の面
の少なくとも一辺に刃付けを行なうが、研磨単位が四角錐状または三角錐状の場合は、刃
付けを行なわなくても十分な切れ味を達成することができる。
【００２５】
　本発明の研磨部は、外径が90mm以上、超砥粒層の厚さが0.1mm以上1mm以下に構成される
。焼結超砥粒層としては、ダイヤモンド焼結体(ＰＣＤ)やｃ-ＢＮ焼結体(ＰｃＢＮ)の一
方の面を超硬合金即ち炭化タングステン系複合材、或は周期律表第６ａ族金属の炭化物を
主成分とする複合材のブロックで裏打ちされた構造のものを用い、複合材側を接着剤等に
よって工具基板に固着し、反対側に区分溝を形成して研磨部として使用する。
【００２６】
　このような焼結体は、典型的には一軸加圧型の高温超高圧静水圧プレスで調製された円
板状のものが市販されている。目的とする直径の焼結体が入手できない場合、特に厳しい
平坦度が要求されない場合には、本発明の研磨工具を部分ごとに作成し、一つの研磨工具
に組み立て使用してもよい。
【００２７】
　研磨部を複数個の分割研磨部で構成する場合、研磨部全体においてできるだけ研磨単位
が均等に整列した配置が得られるようにするために、分割研磨部の境界部に溝を形成する
のが適切である。この際、二または四分割の分割研磨部に、互いに直交交差する２組の平
行溝群を形成し研磨単位を四角錐状または四角錐台状とすれば、外周部を除き乱れのない
研磨単位の整列が得られる。一方、三または六分割の分割研磨部の場合には、互いに120
°で交差する３組の等間隔平行直線群を形成し、更に三つの角錐体側面を形成して三角錐
状または三角錐台状の研磨単位列としても、同様である。
【００２８】
　即ち、四角錐体の場合には、研磨部表面に沿って放電加工用のワイヤを送り、放電によ
って研磨部表面にまず直線状の溝を形成する。次いで研磨部のＺ軸方向にワイヤを駆動し
、四角錐体の側面輪郭に沿って研磨部を切断することにより、溝に隣接した錐(台)状体の
側面を創成する。この操作を反復することにより、平行溝群を形成する。
【００２９】
　本発明において錐状体の頂部は１または複数個のダイヤモンド粒子で構成される。微細
な粒子を用いてもダイヤモンドは有限の大きさを持つので、幾何学的な意味での錐体は得
られない。従って頂部の直径が底辺に比べて充分に小さいとき、これを錐状体と呼ぶ。錐
台は自明なように、頂部の各方向のサイズが錐状体に比べて大きい場合をいう。
【００３０】
　四角錐(台)状研磨単位の作製においては、例えば図７および図８に示すように、研磨部
１０の表面に一定溝間隔（ピッチ）で第一の方向１１の平行溝群(その一つを代表的に符
号１２で示す。以下同様)および錐(台)状体両側面(一つを代表的に符号１３、１４で示す
。以下同様)を形成した後、研磨部１０を固着した基板ごと円環中心軸の周囲に90°回転
し、同じようにして第二の方向１５の平行溝群１６を一定溝間隔で、また各溝に隣接する
錐体傾斜側面、１７、１８を形成することにより、直交する２組の平行溝群、および溝に
沿って整列した四角錐(台)状研磨単位１９が得られる。図７におけるＡ－Ａの部分の断面
図５に示す。
【００３１】
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　三角錐体の場合には図９および図１０に示すように、上記において、第一の方向２１の
平行溝群２２および溝に隣接する角錐の傾斜面２３、２４を形成後、研磨部２０を研磨部
２５中心軸の周囲に120°回転し、同様に一定溝間隔で第二の方向２６の平行溝群２７、
および隣接する傾斜側面２８、２９の形成をワイヤカット放電加工により行う。操作完了
後、研磨部をさらに120°回転し同じ操作を行うことによって、120°で交差する第三方向
３０の平行溝群３１、および隣接する傾斜側面３２、３３、溝に沿って整列した三角錐状
研磨単位３４が得られる。
【００３２】
　上記研磨単位において、錐状体または錐台状体頂部の溝底面に対する突き出し高さは三
角形、四角形共に200μm以下30μm以上とするのが適切である。突き出しが浅すぎると研
磨部本体がパッド等のワークと直接接触し、コンディショニングが効果的に行われない傾
向となる。反面大きすぎると、研磨単位の強度が不足したり、過剰な超砥粒層の厚さが必
要となる。一方、隣接溝間の間隔(ピッチ)は1500μm以下、下限は利用するワイヤカット
放電加工用のワイヤの直径によるが、例えば、約200μmとすることができる。
【００３３】
　上記研磨単位の研磨性能は、錐(台)状体の頂部に含有される超砥粒の粒度に依存する。
超砥粒がダイヤモンド粒子である場合、即ち研磨部を構成する焼結体が焼結ダイヤモンド
(ＰＣＤ)層である場合、ダイヤモンド粒子の粒度(公称粒度)としては、40-60μｍ以下、8
-16μｍや0-2μｍなどの各粒度のＰＣＤ層が利用できるが、8-16μｍ以下の公称粒度が好
ましく、特に0-2μｍが好ましい。
【００３４】
　本発明の研磨部に用い得るダイヤモンド焼結体は、ダイヤモンド粒子を、裏打ち材とし
ての超硬合金および、必要に応じてコバルト等の結合材金属と共に、ダイヤモンドが熱力
学的に安定な超高圧高温条件下に供して得られる。焼結体から本発明の研磨部への加工は
精密放電加工、典型的にはワイヤカット放電加工による切り抜き、および表面の加工によ
る研磨単位の形成によって実現できる。ワイヤカット放電加工においては、一般的には、
超砥粒焼結体に放電加工用ワイヤを接触させ放電し、所望の溝幅になるようにワイヤを水
平に動かし、さらに研磨単位の側面を形成するように動かす。
　なお、図１１に示すように、放電加工用ワイヤ４１を超砥粒焼結体４２にあてた後、水
平に動かすことなく、図中、矢印の方向に動かし、隣りあった研磨単位４３、４４の向き
合った両傾斜面がワイヤ４１の接面となるように溝を形成し、このレベルを基準面とし、
ここから両側の側面を形成することもできる。このように溝を形成した場合、溝の底部の
形状が断面略円弧状の曲面となり、溝の底部を平面や角にした場合よりも、研磨時の応力
集中が軽減され、研磨単位の強度（耐久性）が向上する。
【００３５】
　本発明の工具は、図１２～図１７に例示するように幾つかの形状で作製可能である。比
較的小型工具については、例えば研磨部は図１２および図１３に例示するように単一の連
続円形および円環状に作製することもできるが、本発明では図１４～図１７に示すように
、研磨部を複数個の分割研磨部で問題なく構成することができるので、これらの場合は特
に、外形が95mm以上の直径の大きな円環状の研磨部も容易に得ることができる。
【００３６】
　円環状構成において、半径方向の幅は15mm以上とするのが好ましい。特に設計上中心孔
が不要な場合には、研磨部は円環状でなく(中心孔を有しない)円板状とすることができる
。また図１２および図１３に示すように、尖った縁との接触によるワークの損傷を防止す
るために、円形状研磨部の場合は外周部分、円環状研磨部では外周および内周部分に、そ
れぞれ1mm以上(半径方向幅)にわたって傾斜部５８、６８および６９を設けることが好ま
しい。
【００３７】
　研磨部を複数の分割研磨部で構成する場合には、図１４～図１７に例示するように、隣
接する二つの分割研磨部の境界部(接合部)が溝となるように研磨単位の配置を設定するこ
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とにより、研磨部の分割構成による研磨単位配置の乱れ、およびそれに伴うワーク(研磨
パッド)への悪影響を回避または最小限に抑制することができる。この際、研磨部の分割
数と利用できる研磨単位の形状とは関連しており、二分割(中心角180度)または四分割(中
心角90度)の研磨部では四角錐状(図１４および図１５)、三分割(中心角120度)の研磨部で
は三角錐状(図１６および図１７)となる。
【００３８】
　大径の研磨工具を作製するには、均一な焼結が可能な程度の小径の超砥粒焼結体（好ま
しくは、ダイヤモンド焼結体）から、所定の寸法および形状への切断および加工により形
成した分割研磨部を用意する。そして複数の分割研磨部を接着剤等を用いて、各種鋼等で
構成された剛性基板の平らな円板面、または円環状表面に接合することによって、大径の
円板状或は円環状(円板の中央に同心の円形孔を有する形状)の研磨部とすることができる
。
　分割研磨部については、中心角が60、90、120、180°の扇形をそれぞれ6個、4個、3個
、または2個を半径上で互いに隣接させ並べて置くこと（側面接触配置）により用いるが
、60°のものについては同じ形状を2個用いる代わりに120°のもの1個で代用することが
できる。この場合120°のものは2個を、中心に関して点対称に配置する。
【００３９】
　各研磨部５１、６１、７１、８１、９１、１０１は、超硬合金側を円形基板５２、６２
、７２、８２、９２、１０２の平らな円形面と接合し、全体的に円形または環状の研磨部
を呈するようにする。
【００４０】
　基板に接合された超砥粒焼結体は、次いでワイヤカット放電加工に供し、ワイヤカット
放電加工用ワイヤと超砥粒焼結体との間の放電工程により、超砥粒焼結体表面に一定間隔
で平行な一組の直線状溝群５３、６３、７３、８３、９３、１０３を形成する。この時、
ワイヤは基板面または基板底面に対して平行に駆動し、予備的に平坦化された表面から焼
結体層（典型的には、焼結ダイヤモンド(ＰＣＤ)層）内に入り込み、焼結体層内を、或は
焼結体層が薄い場合には更に超硬合金層まで彫り下げる。
【００４１】
　この際、ワイヤを超砥粒焼結体の厚さ方向（Ｚ軸方向）に駆動して切り込み、溝を作製
する。一つの溝群における最初の溝形成は、360°の連続円形または環状面では三角錐状
体および四角錐状体のどちらの場合でも任意の位置から開始することができるが、研磨部
が複数の分割研磨部の組み合わせからなる場合は、必ず、分割研磨部の接合部５４、６４
、７４、８４、９４、１０４、には溝を設け、次いでその両側に、一定ピッチで、全面に
わたって平行に形成していく。
【００４２】
　超砥粒焼結体の表面に一つの方向の平行溝群が形成されたら、次いで、該超砥粒焼結体
を基板と共に基板の中心軸の周囲に溝群交差角度αだけ回転して、同様に上記一定間隔で
第二の直線状平行溝群５５、６５、７５、８５、９５、１０５および各溝に隣接する傾斜
側面を形成する。ここでαは、180°および90°の扇形については90°であり、研磨単位
は四角錐状または錐台状を呈する。一方120°および60°の扇形については60(または120)
°だけ回転して、同様に上記一定間隔で第二の直線状平行溝群、および各溝に隣接する傾
斜側面を形成したあと、更にもう60(または120)°(最初の溝群に対して240°)回転して第
三の直線状平行溝群５６、６６、７６、８６、９６、１０６および各溝に隣接する傾斜側
面を形成する。連続円形および環状素材については、αは90°および60°のどちらも採り
うる。
【００４３】
　上記ワイヤカット放電操作において、放電用ワイヤを該基板底面から厚さ方向に等しく
隔たった高さ(レベル)において駆動することにより上記溝群および三角または四角錐状ま
たは錐台状体の頂部を基板底面に対して平行なレベル上に形成することができる。
【００４４】
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　本発明において、研磨単位の三角錐または四角錐は必ずしも全体が超砥粒焼結体で構成
されている必要はなく、少なくとも錐(台)状体の頂点を含む60μｍ程度の部分(高さ)が超
砥粒焼結体であれば、それより下方部分が超硬合金であっても利用可能である。次に、本
発明を実施例により具体的に説明する。
　　［実施例１］
【００４５】
　図１に概略示した構造の研磨工具１を作成した。厚さ0.6mmの焼結ダイヤモンド層が超
硬合金に同時焼結によって一体化されている、直径90mmのＰＣＤブロックを工具素材とし
て用いた。
　上記ＰＣＤブロックにおいて焼結ダイヤモンド層の表面を放電加工(ＥＤＭ)により平坦
化し、ワイヤカット放電加工により一辺が260μｍの正方形の頂部を持つ研磨単位２を、
幅560μｍの平行な直線状の溝３を刻み込むことによって形成した。この場合、研磨単位
２の頂部（図示せず）の面積は、周辺部（溝３の部分）を除く超砥粒焼結層断面積の約10
％に当る。
　頂部の縁には刃付けを行い、ＣＭＰコンディショナーとして利用した。
　　［実施例２］
【００４６】
　図２に概略示す円環状の研磨工具４を作成した。厚さ0.6mmの焼結ｃ－ＢＮ層が超硬合
金に同時焼結によって一体化されているＰｃＢＮブロックから、ワイヤカット放電加工で
、外方半径60mm、内方半径24mmの90度の扇型を4個切り出し、工具素材とした。
　上記扇型をSUS系ステンレス鋼製の基板に貼着、組み合わせて完全な円形とした。焼結
ダイヤモンド層の表面を研磨して平坦化し、ワイヤカット放電加工により一辺が350μｍ
の正三角形の頂部を持つ研磨単位５を、幅560μｍの平行な直線状の溝６の群で形成した
。この場合、研磨単位頂部の面積は、超砥粒焼結層全体の7％となる。
　得られた工具は実施例１と同様の操作により刃付けを行い、シリコンウェハの表面の研
磨に利用した。
　　［実施例３］
【００４７】
　図１２に概略示した構造の研磨工具を作成した。公称粒度40-60μmのダイヤモンド粒子
から成る厚さ0.5mmのＰＣＤ層が超硬合金(ＷＣ－8％Ｃo)に同時焼結によって一体化され
た、直径100mmのダイヤモンド焼結体を研磨部として用い、直径108mmの、SUS316ステンレ
ス鋼製円形基板に、エポキシ系接着剤で固着した。
　次いでＰＣＤ層の表面を型放電加工により平坦化した後ワイヤカット放電加工によりＰ
ＣＤ層に切り込み、素材の中心を通る幅200μmの直線溝を形成した。更にワイヤを側方へ
駆動し、また基板に対して隔たる方向(Ｚ方向)へ移動させ、必要な幅の溝の形成および錐
状体の側面を切り出しを行った。
　この操作の反復により、溝間隔800μmの平行溝群、および頂角90°の屋根状突起を素材
面全体に形成した。
　次に、全体を中心軸の周囲に90°回転させた後、同一の条件でワイヤカット放電加工を
行うことにより、上記の溝群と直交する第二の直線溝群を形成し、かつ同時に直交方向の
錐状体側面の切り出しを行い、高さ200μmの図７および８に示すような四角錐状体群を形
成した。
　　［実施例４］
【００４８】
　公称粒度0-2μmのダイヤモンド粒子から成る厚さ0.5mmのＰＣＤ層が超硬合金に一体化
された、外径100mm、内径70mmのダイヤモンド焼結体を研磨部として用い、実施例３の操
作を繰り返し、四角錐状の研磨単位を有する研磨工具を作製した。
　まず、平坦化したＰＣＤ層の表面をワイヤカット放電加工、素材の中心を通る幅140μm
の直線溝を形成した。更にワイヤの操作により必要な溝幅の拡張および錐状体の側面の切
り出しを行った。これを繰り返すことにより、溝間隔200μmの平行溝群、および頂角60°
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　次に、全体を中心軸の周囲に90°回転させた後、同一の条件でワイヤカット放電加工を
行うことにより第二の直線溝群を形成し、かつ同時に第二の錐状体側面の切り出しを行い
、高さ200μmの四角錐状体群を形成した。
　　［実施例５］
【００４９】
　以下に示す各様の分割研磨部を用いて、それぞれの構成の工具を作製した。ダイヤモン
ド焼結体のダイヤモンドはいずれも公称粒度20-30μmである。ワイヤカット操作は、三角
錐状研磨単位の場合、工具素材を60°ずつ２回回転する点において、90°の回転を１回だ
け行う四角錐状研磨単位と異なる点を除き、本質的に異ならない。操作条件および結果は
次表のとおりである。
【００５０】
【表１】

【００５１】
　得られた工具はいずれもＣＭＰパッドコンディショナーとして利用し、良好な性能が得
られた。
【産業上の利用可能性】
【００５２】
　本発明の研磨工具は、各種研磨工具として用いることができるが、とくに円板型回転型
研磨工具として好適に用いることができる。用途としては、ＣＭＰパッドコンディショナ
ーとして用いるのにとくに適しており、さらに半導体ウェハ等の表面の直接研磨するのに
も適している。これらの他、各種被削材の高精度の研磨加工にも適用できる。
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